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電話 0742-34-4757 

 

就労支援事業の実施について 

 

 

 奈良市では、生活保護受給者等（生活保護受給者、児童扶養手当受給者、住

宅支援給付受給者及び、これらの申請・相談中の方）の就労を支援し自立促進

を図るため、奈良労働局と協定を結び、福祉と雇用の一体化を図る「なら福祉・

就労支援センター」を開設します。また、委託により、奈良市生活困窮者就労

促進事業を実施し、各支援対象者の状況に合わせた就労自立支援を行います。 

 

 

事業名称 (1) なら福祉・就労支援センター事業 

 

１． 目 的   生活保護受給者等の就労を支援し自立を促進します。 

 

２． 開設日   平成 25 年 9 月 2 日（月）から  

 

３． 場 所   なら福祉・就労支援センター（保護第一・第二課内） 

 

４． 実施主体  奈良市・奈良労働局 

 

５． 対象者   生活保護受給者等のうち、稼働能力があり、就労に際して

の阻害要因が無く失業期間が比較的短い方等を対象とします。 

 

６． 内 容   奈良市は、生活保護受給者等に対し生活援助に関する相談

を行い、センターに支援要請します。 

センターでは、ハローワーク奈良が、支援対象者に対し、

無料職業相談・職業紹介を行います。 

 



７． 事業費   奈良市は、事業を行うため施設の一部を提供します。 

センターでの相談支援業務は奈良労働局が行うため、奈良

市の負担はありません。 

 

８． 他市の状況 この、生活保護受給者等を支援対象者とした労働局との一

体的事業実施は、奈良県内では初めてです。近畿で既に実施

している自治体は、京都市で２区、神戸市で１区、滋賀県の

湖南市及び野洲市の合計 5市区です。 

 

 

事業名称 (2) 奈良市生活困窮者就労促進事業 

 

１． 目 的   生活困窮者等の就労を支援し自立促進を図ります。 

 

２． 委託期間  平成 25 年 8 月 23 日から平成 26 年 3 月 31 日まで  

 

３． 場 所   

カウンセリング業務 … 就労支援室（市庁舎中央棟 2階） 

 研修施設 … テンプスタッフキャリアコンサルティング株式会社 

奈良就労支援室  

（奈良市三条大路 1丁目 1－90 奈良セントラルビル 3階） 

 

４． 委託先   テンプスタッフキャリアコンサルティング株式会社 

 

５． 対象者   生活困窮者のうち、稼働能力はあるが失業期間の長期化や

就労経験が無いなど、就労へのサポートが必要な方で、奈良

市福祉事務所が、本事業の対象者として適当と認めた方を対

象とします。 

 

６． 内 容   支援対象者に対しカウンセリングを行い、就労意欲を喚起

し、生活自立や社会自立のための訓練や、就労に必要な知識

や技能習得などの訓練も行った上で、対象者の状況に応じた

雇用先を開拓し紹介することで就労に繋げ、職場定着を図り

ます。 



７． 事業費    予算   ３５，３００千円 

契約額  ３３，７０５千円 

（生活困窮者自立促進支援モデル事業補助金 100%） 

 

８． 事業目標   支援対象者数    ４００名         

       就労率        ６０％ 

 

９． 他市の状況  生活困窮者自立促進モデル事業としては、今年度、全国

で 69 自治体が実施予定です。県内では奈良市のみです。 

 

＊    その他     なら福祉･就労支援センターは、生活保護受給者等が相 

談や手続きに来課する窓口に位置していますので、センタ 

ーの写真撮影についてはご配慮いただき、下記の期間中で 

お願いいたします。 

 

      平成 25 年 8 月 27 日（火）～ 8 月 29 日（木） 

           各日とも午後 4時から 5時まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊奈良市就労支援プログラムは、生活保護世帯の経済的自立促進のため、平成

22 年 10 月より保護第一・第二課に就労支援員 4名を配置して、面談により求職

活動に関する技術的サポートや就職に関する情報提供を行うものです。  

奈良市生活困窮者

就労促進事業 

なら福祉･就労支援

センター事業 

奈良市就労支援プログラム

奈良市

奈良市が実施する就労支援関連事業 

就労意欲 低 就労意欲 高 

阻害要因なし 

阻害要因あり


